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側溝土工作業の工夫

写真提供：株式会社　新潟藤田組
　　　　　新潟県土木施工管理技士会

図－１　対策前施工状況 図－２　足場構造図

図－３　合板足場板を使用した作業状況 図－４　畦畔仕上げ完了

現場の失敗（平成 23年版）
工事の失敗を未然に防ぐために、全国の会員に実体験をもと
にした「現場の失敗」例を募集したところ、今後の事に役立
つならばと数多くの原稿が寄せられました。
現場で悔し涙をのんだ生々しい率直に綴られた失敗事例は、
多くの会員からの共感を呼び、失敗原因を究明し、今後の教
訓をくみとった実例は具体的な注意を喚起しました。「失敗
の発表はなかなかできないこと。このように失敗を明らかに
し、きちんと反省した例を読むと、技術者への信頼感を増す
ことにつながる。」と評価する声も聞かれています
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入札・契約制度の透明性確保等に関する
アンケート調査について

１．はじめに
　国土交通省においては、平成17年４月
の「公共工事の品質確保の促進に関する法
律」の施行以降、総合評価方式の適用拡大
を図り、平成20年度からは原則実施に至っ
ております。このような中、国土交通省で
は、入札・契約制度等の透明性確保に関し
て発注機関・関係業界の方々より意見を伺
うとともに、広く国民の皆様から質の高い
意見・要望等をお聴きし、今後の公共事業
の品質のさらなる確保・向上を図る際の参
考とすることを目的として、平成22年10月
～ 11月の期間に、入札・契約制度等の運
用に関するアンケート調査を行いました。
本稿においては、アンケート調査の結果の
うち、その主な内容について紹介します。
　
２．アンケート調査の対象者と内容
　対象者と回答状況は表－１のとおりで
す。発注者（国土交通省地方整備局等・都
道府県・政令指定都市）及び応札者（建設
企業）に対しては、調査票を発送させてい
ただき、ご回答いただきました。また、一
般の方々からも意見・要望をお聴きするた
め、インターネットを通じて意見（WEB
アンケート）を伺い、ご回答いただきまし
た。WEBアンケートによるご回答を頂い
た方の属性等の状況については表－２のと
おりです。
　アンケートの主な調査内容は、「総合評
価方式の導入効果」、「総合評価方式に対す

る改善要望（問題認識）」、「総合評価方式
の透明性の確保等に関する取り組み」等に
関するものです。

　

国土交通省
大臣官房技術調査課　課長補佐　和賀　正光

表－１ 対象者と回答状況

区分 回答者数

国土交通省地方整備局等 10注1）

地方公共団体
都道府県 47

政令指定都市 19

建設企業

(社)全国建設業協会 225

(社)日本土木工業協会 89

(社)日本道路建設業協会 45

(社)日本橋梁建設協会 35

(社)プレストレスト・コンク
リート建設業協会

20

WEBアンケート（一般の方々） 下表に内訳を
記載

716

注1）10地方整備局等の他に、工事発注を行っている全ての事務所から
回答があり、以下の分析については、国土交通省の回答数に事務
所からの回答数を含めた

表－２ WEB アンケート回答状況

属性 回答数 備考

会社員 581 うち、建設関係企業が
559

自営業 31 うち、建設関係企業が
28

公務員 78
大学・研究機関の研
究者 5 土木・建築関係

学生 1 土木・建築関係
主婦 1
その他 11
無職 0

（記入なし） 8
WEBアンケート 計 716
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３．アンケート調査結果（主な内容）
3.1　総合評価方式の導入効果について
　総合評価方式の導入効果についての回答
結果を図－１に示します（「発現が認めら
れる効果」または「今後発現が期待され
る効果」と回答された割合を示していま
す）。総合評価方式の導入効果として、発
注者・建設企業ともに【１】不良工事の減
少、【３】競争の促進、【４】談合の防止の
割合が高く、【１】の中でも、【１－３】工
事成績の向上、【１－４】企業による品質
管理体制の確立が高い評価を得ています。
また、平成20年度にも同様の調査を行っ
ていますが、その調査結果と比較すると、

【１】不良工事の減少、【７】説明責任の向

上、【10】新技術の活用の割合が高くなっ
た一方、【３】競争の促進、【９】現場精通
度等の向上の割合が低くなっています。

3.2　総合評価方式に対する改善要望（問
題認識）について

　総合評価方式に対する改善要望（問題認
識）についての回答結果を図－２に示し
ます（「改善要望として特に重要」または

「改善要望として重要」と回答された割合
を示しています）。総合評価方式に対する
改善要望（問題認識）として、発注者、建
設企業ともに【２】技術提案の評価・審査
の割合が高くなっています。また、発注者
からは【１】手続きに伴う時間・事務費用

図－１　総合評価方式の実施に対する効果

図－２　総合評価方式の実施に対する改善要望
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の割合が高い一方、建設企業からは【３】
評価結果の公表、【７】地元企業の受注機
会の拡大の割合が高くなっています。3.1
と同様に平成20年度の調査結果と比較する
と、【２】技術提案の評価・審査の割合が
高くなった一方、その他の項目については
割合が減少しています。ここで、平成20年
度の調査結果と比較して割合が高くなって
いる「技術提案の評価・審査」に関する問
題認識の具体的な内容を整理したものを、
図－３（国土交通省）及び図－４（建設企
業）に示します。国土交通省及び建設企業
のどちらの回答においても、具体的問題認
識として「評価手法・評価基準を統一すべ
き」旨の意見の割合が高くなっています
が、平成20年度と比較してポイント数が減
少している結果となっています。

　
3.3　透明性の確保等に関する現在までの

取り組みについて
　現在までに実施されてきた総合評価方式
における透明性の確保等に関する取り組み
に対する期待の割合を図－５に示します。
これまで一般競争入札の拡大などの対策を
講じ透明性の確保等に取り組んできました
が、加えて平成22年度からは「技術提案の
評価（採否）の通知」や「問い合わせ窓口
の設置」を実施することとしました。それ
らについて評価を伺った結果、「これまで
に講じてきた対策（透明性の確保）」につ
いて高い評価を得られているとともに、新
たに取り組みをはじめた「技術提案の評価

（採否）の通知」や「問い合わせの窓口」
についても、発注者だけでなく、建設企業
からも高い評価を得られているとの結果と

H22 84 H20 89

H22 69 H20 135

図－３　「改善要望として特に重要」とした回答者の ｢技術提案の評価・審査｣ に関する具体的意見

図－４　「改善要望として特に重要」とした回答者の ｢技術提案の評価・審査｣ に関する具体的意見
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なっています。

４．まとめ
　総合評価方式の導入効果については、発
注者・建設企業ともに多くの項目で高い評
価を得られているとともに、これまでの透
明性の確保等に関する取り組みについて
も、高い評価を得られています。その一方
で、総合評価方式の運用については引き続

図－５　取り組みに対して「期待できる」または ｢少し期待できる｣ とした回答者の割合

き改善要望が出ており、特に、建設企業側
から技術提案の評価・審査について「評価
手法や評価基準の統一が必要」旨の改善要
望が依然として高く、「評価した項目、加
点内容・理由等を通知・公表すべき」など
改善の必要性も挙げられていることから、
更なる透明性の確保に向けて改善策を検討
してまいりたいと考えております。

土木施工管理技士が知っておくべき
公共工事の検査
CPDS指定技術講習用テキスト
出来映えなどの写真を豊富に使い技士だけでなく発注者や
コンサルタントの方にも大変参考になります。
１．総論
２．施工
３．検査
４．参考資料
一般価格：2,500円　会員価格：2,100円　送料込み

図書の購入は、ホームページwww.ejcm.or.jp/の図書オンライン
購入からできます。
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土木工事共通仕様書（案）の改定について

国土交通省大臣官房技術調査課
技術管理係長	 福田　勝之

トピックス

　平成23年度の土木工事共通仕様書（案）の改定について、５月号において「土木工事
共通仕様書（案）の改定について」と題して主な改定内容をお示しました。
　今月号では引き続き、具体的な改定部分を抽出して例示いたします。

⑴受発注者の業務効率化に関する取り組みについて
　①用語の定義や工事書類の位置づけの見直し

　②材料確認の簡素化
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⑵各種基準類等との整合等について

⑶共通仕様書の簡便化について
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⑷工事請負契約書の改正に伴う用語の変更について

　なお、上記に示しました主な改訂箇所のほか、個別条項については国土交通省ホーム
ページ（http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html）に掲載しておりますので、ご
参照ください。
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連合会だより

平成22年度　事業報告
１．会　議
⑴　総　会
　通常総会

平成22年５月24日㈪　アルカディア市ヶ谷
・第１号議案　�平成21年度事業報告及び収支決算に関する

件
・第２号議案　�平成22年度事業計画及び収支予算に関する

件
・第３号議案　会費の減額に関する件
・第４号議案　公益法人改革の検討に関する件
・第５号議案　役員の選任に関する件

⑵　理事会
　通常理事会

平成22年５月24日㈪　アルカディア市ヶ谷
・第１号議案　�平成21年度事業報告及び収支決算に関する

件
・第２号議案　�平成22年度事業計画及び収支予算に関する

件
・第３号議案　会費の減額に関する件
・第４号議案　公益法人改革の検討に関する件
・第５号議案　役員の選任に関する件

　臨時理事会
平成22年11月19日㈮　TKP大手町カンファレンスセンター
・第１号議案　提案書の提出に関する件
・第２号議案　定款変更に関する件

　通常理事会
平成23年３月４日㈮　アルカディア市ヶ谷
・第１号議案　平成23年度暫定予算に関する件
・第２号議案　平成23年度事業計画に関する件
・第３号議案　平成22年度表彰事業に関する件
・第４号議案　会費の減額に関する件
・第５号議案　定款変更・理事会議案に関する件
・第６号議案　�大阪府土木施工管理技士会の入会に関する

件
・第７号議案　新規施策と委員会設立に関する件

⑶　技術論文等表彰式
平成22年５月24日㈪　アルカディア市ヶ谷
・「表彰規程」に基づく表彰式
・技術論文表彰式
・感謝状贈呈式

⑷　事務局長及び実務担当者会議
平成22年12月14日㈫　東京国際フォーラム
①公益法人改革について
②国土交通省との意見交換会について
③平成23年度技士会支援策について
④平成22年度新規施策について
⑤CPDSについて
⑥監理技術者講習について
⑦JCMセミナー等について

２．委員会
⑴　企画運営委員会

平成22年５月19日㈬　東京ステーションコンファレンス
①平成21年度事業報告及び収支決算について
②平成22年度事業計画及び収支予算について
③会費の減額について
④公益法人改革の検討について
⑤役員の選任について

平成22年11月10日㈬　TKP東京駅ビジネスセンター
①国土交通省との意見交換会について
②公益法人に関する検討について

平成23年３月２日㈬東京ステーションコンファレンス
①平成23年度暫定予算について
②平成23年度事業計画について
③平成22年度表彰事業について
④会費の減額について
⑤定款変更・理事会議案について
⑥大阪府土木施工管理技士会の入会について
⑦新事業・新委員会の開始・設立について

⑵　技術委員会並びに土木施工管理／ CPDS評議会
平成23年２月１日㈫　アルカディア市ヶ谷
・CPDSの現状と課題

⑶　編集・講習委員会
平成23年２月１日㈬　アルカディア市ヶ谷
・技士会連合会図書改訂計画について
・図書新刊・廃刊について
・JCMセミナーについて
・監理技術者講習について

⑷　会誌「JCMマンスリーレポート」編集委員会
平成22年６月８日㈫　アルカディア市ヶ谷
平成22年10月20日㈬　アルカディア市ヶ谷
平成23年２月９日㈬　アルカディア市ヶ谷

⑸　技術論文審査委員会
平成22年４月８日㈭　日比谷松本楼
平成22年５月12日㈬　日比谷松本楼
平成22年５月14日㈮　日比谷松本楼

⑹　他法人の設置する委員会への参加
①　�建設工事事故対策検討委員会　㈶国土技術研究センター

主催
　委　員　猪熊　明（本会専務理事）
②継続教育実施委員会　㈳土木学会主催
　委　員　猪熊　明（本会専務理事）
③建設系CPD協議会建設系CPD協議会主催
　委　員　猪熊　明（本会専務理事）

３．会員状況（平成23年３月31日現在）
・正会員50技士会
・�正会員に所属する土木施工管理技士97,987名（前年同期

92,531名）

４．CPDS（継続学習制度）事業
・CPDS管理システムの運営
・CPDS加入者登録（平成23年１月現在加入者数128,697名）
・�CPDS技術者証の発行、プログラム認定、履歴登録、履歴

証明書の発行
・CPDS評議会の運営
・Web ‐ CPDS自宅学習システムの運営
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⑵　JCMセミナー

種類 行政機関

総合評価

北海道開発局　東北地方整備局　関東地方整備局　北
陸地方整備局　中部地方整備局　近畿地方整備局　中
国地方整備局　四国地方整備局　九州地方整備局　沖
縄総合事務局　
北海道　青森県　宮城県　秋田県　横手市　大仙市　
福島県　　群馬県　さいたま市　千葉県　千葉市　新
潟県　富山県　金沢市　小松市　福井県　山梨県　長
野県　岐阜県　静岡県　静岡市　愛知県　滋賀県　京
都府　大阪府　兵庫県　和歌山県　鳥取県　島根県　
岡山県　広島県　広島市　福山市　東広島市　山口県
宇部市　岩国市　光市　防府市　山口市　長門市　萩
市　徳島県　香川県　愛媛県　松山市　宇和島市　八
幡浜市　新居浜市　西条市　四国中央市　西予市　東
温市　高知県　高知市　福岡県　佐賀県　熊本県　大
分県　鹿児島県　沖縄県

入札参加
資格審査

岩手県　兵庫県　島根県　松江市　広島県　広島市　
東広島市　呉市　江田島市　庄原市　安芸高田市　山
口県　徳島県　愛媛県　松山市　高知県　佐賀県　長
崎県　熊本県　宮崎県　鹿児島県

公共工事の技術評価項目に採用している行政機関
（2011年３月現在JCM調査による）

※下線は新規採用

５．講習の実施

⑴　監理技術者講習（連合会主催講習）
・開催技士会数：19（21年度：18）
・開催地受講者数
・開催地 受講者数

北海道 19回 965名
青　森 2回 75名
水　戸 2回 23名
栃　木 2回 70名
東　京 4回（連合会） 154名
山　梨 5回 175名
新　潟 2回 48名
富　山 2回 85名
福　井 2回 96名
愛　知 2回 69名
京　都 1回 34名
鳥　取 3回 315名
広　島 4回 541名
山　口 2回 135名
徳　島 2回 86名
香　川 4回 328名
愛　媛 5回 290名
高　知 5回 351名
福　岡 2回 86名
宮　崎 4回 254名

74回 4,180名
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監理技術者講習受講者数

開催地 日程 参加数
札　幌 平成22年９月３日㈮ 137名
仙　台 平成22年７月９日㈮ 146名
千　葉 平成22年７月２日㈮ 86名
東　京 平成22年10月22日㈮ 62名
新　潟 平成22年６月29日㈫ 144名
名古屋 平成22年11月12日㈮ 114名
福　井 平成22年７月23日㈮ 101名
兵　庫 平成22年11月19日㈮ 135名
広　島 平成22年９月28日㈫ 123名
福　岡 平成22年７月14日㈬ 132名

計 1,180名

６．表彰

⑴　正会員（表彰規程第２条－基準１のイ～ホ）	 １技士会
⑵　連合会の委員（表彰規程第３条－基準２の⑴のイ）	 １名
⑶　技士会の会長（表彰規程第３条－基準２の⑵のイ）	 １名
⑷　技士会の役員（表彰規程第３条－基準２の⑵のロ）	 50名
⑸　技士会の職員（表彰規程第３条－基準２の⑵のハ）	 20名
⑹　優良工事従事技術者（表彰規程第４条第２項）	 96名
⑺　ボランティア活動（表彰規程第４条第３項）	 ２名
⑻　特別の功労者（表彰規程第５条）	 ２名

７．国土交通省との意見交換会

⑴�　連合会と国土交通省との意見交換会　TKP大手町カン
ファレンスセンター
平成22年11月19日㈮

「平成22年度国土交通省に対する提案事項」
・�技士の技術力・社会的地位の向上（継続教育・継続学習制

度CPDSについて）
・現場の施工管理の改善（設計変更について）

⑵　ブロック別意見交換会等の実施

地　方 日　程 主　な　議　題

北 海 道 平成23年２月17日 CPDSの評価、施工効率向上プ
ロジェクトの運用

東 北 平成23年２月７日 CPDSの評価、優良工事評価、
協会支部単位の会議

関 東 平成22年11月12日 技術者育成、CPDSの評価

北 陸 平成23年２月23日 変更金額の明示、総合評価

東 海 平成22年11月18日 書類簡素化、技術者育成

近 畿 平成23年２月22日 変更金額の明示、書類の統一

中 国 平成22年８月５日 設計変更、総合評価

中国・四国 平成22年11月30日 CPDSの評価、情報化施工

四 国 平成22年４月22日 監理技術者の状況説明

九 州 沖 縄 平成22年11月４日 CADデータとCALS基準の対応

８�．会誌「JCMマンスリーレポート」の発行、ホームページ
の維持・強化
・マンスリー発行部数月平均67,000部
・内訳会員への配布部数66,000部

その他配布部数1,000部
・発行月平成22年５月～平成23年３月年６回
・内訳Ｂ５判平均20 ～ 28頁隔月（５．７．９．11．１．３月）

９�．テキスト・技術論文集及び技術図書の作成・改訂及び提
供・販売
・第14回土木施工管理技術論文報告集3,500部
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　・�技術図書販売部数収支計算書（特別会計）収入の部備考参
照

10．受託事業
⑴　平成22年度建設工事事故情報管理業務

（契約名：公共建設工事の安全対策に関する検討業務）
委託者国土交通省

11．公益法人改革に対する適切な対処
　・�公益法人改革に関し、認可後の定款（案）及び諸規定の整

備

科　　　　　目 合計 一般 特別
当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度

Ⅰ．資産の部
１．流動資産

現金 1,068,838 324,095 1,053,586 143,601 15,252 180,494
預金 26,644,162 34,137,483 23,036,480 19,666,225 3,607,682 14,471,258
未収金 17,221,140 1,625,082 141,000 1,362,000 17,080,140 263,082
在庫品（図書） 7,366,741 4,076,319 0 119,500 7,366,741 3,956,819
前払金 0 1,002,720 0 0 0 1,002,720
特別会計仮払金 48,998,462 35,624,934 48,998,462 35,624,934 0 0

流動資産計 101,299,343 76,790,633 73,229,528 56,916,260 28,069,815 19,874,373
２．固定資産

退職給与引当資産 13,911,200 13,081,200 12,754,800 12,503,000 1,156,400 578,200
財務安定化基金 0 75,225,000 0 75,225,000 0 0
特定費用準備資金（CPDS） 98,719,453 80,561,209 98,719,453 80,561,209 0 0
特定費用準備資金（システム開発） 206,608,312 114,410,969 206,608,312 114,410,969 0 0
什器備品 1,156,006 1,005,952 1,156,006 1,005,952 0 0
電話加入権 335,695 335,695 335,695 335,695 0 0
敷金 6,518,688 6,518,688 6,518,688 6,518,688 0 0
無形固定資産（システム開発費） 45,368,335 41,927,950 32,169,062 36,474,949 13,199,273 5,453,001

固定資産計 372,617,689 333,066,663 358,262,016 327,035,462 14,355,673 6,031,201
資産合計 473,917,032 409,857,296 431,491,544 383,951,722 42,425,488 25,905,574

Ⅱ．負債の部
１．流動負債

未払金 150,000 8,841,900 150,000 8,841,900 0 0
前受金 19,225,261 13,014,500 19,225,261 13,014,500 0 0
預り金 755,249 931,819 615,322 869,936 139,927 61,883
仮受金 1,690,000 0 1,690,000 0 0 0
未払法人税等 70,000 70,000 0 0 70,000 70,000
未払消費税等 221,100 2,083,000 0 1,570,376 221,100 512,624
一般会計仮受金 48,998,462 35,624,934 0 0 48,998,462 35,624,934

流動負債計 71,110,072 60,566,153 21,680,583 24,296,712 49,429,489 36,269,441
２．固定負債

退職給与引当金 13,911,200 13,081,200 12,754,800 12,503,000 1,156,400 578,200
CPDS準備資金引当金 20,000,000 10,000,000 20,000,000 10,000,000 0 0
システム開発準備資金引当金 30,000,000 0 30,000,000 0 0 0

固定負債計 63,911,200 23,081,200 62,754,800 22,503,000 1,156,400 578,200
負債合計 135,021,272 83,647,353 84,435,383 46,799,712 50,585,889 36,847,641

Ⅲ．正味財産の部
一般正味財産 338,895,760 326,209,943 347,056,161 337,152,010 △8,160,401 △10,942,067

（うち特定資産への充当額） 319,238,965 283,278,378 318,082,565 282,700,178 1,156,400 578,200
正味財産合計 338,895,760 326,209,943 347,056,161 337,152,010 △8,160,401 △10,942,067

負債及び正味財産合計 473,917,032 409,857,296 431,491,544 383,951,722 42,425,488 25,905,574
※決算と予算の詳細は当連合会のホームページをご覧ください。

貸借対照表総括表
平成23年３月31日現在

（単位：円）



−12−

2011. 7  Vol. 20  No. 4

表　彰　事　業

表彰者名簿

一、正会員
（表彰規程第２条）

㈳北海道土木施工管理技士会

一、連合会の委員
（表彰規程第３条－基準２の⑴のイ）

水野　　哲　　編集・講習委員会委員

一、土木施工管理技士会の役員
（表彰規程第３条－基準２の⑵のロ）

萩原　一利　　㈳北海道土木施工管理技士会	 上田　光夫　　㈳北海道土木施工管理技士会
管野　伸一　　㈳北海道土木施工管理技士会	 中村　幸正　　青森県土木施工管理技士会
山元　一典　　岩手県土木施工管理技士会	 木下　　紘　　岩手県土木施工管理技士会
遠藤　久之　　宮城県土木施工管理技士会	 渡辺　光悦　　宮城県土木施工管理技士会
小野　利廣　　福島県土木施工管理技士会	 吉新　旦夫　　栃木県土木施工管理技士会
石田　　昇　　群馬県土木施工管理技士会	 渡辺　勝弘　　埼玉県土木施工管理技士会
大野　俊昭　　埼玉県土木施工管理技士会	 今関　　章　　千葉県土木施工管理技士会
菊地　政廣　　千葉県土木施工管理技士会	 古田　　満　　長野県土木施工管理技士会
岡澤　元夫　　長野県土木施工管理技士会	 高平　清志　　富山県土木施工管理技士会
森　　雄一　　富山県土木施工管理技士会	 水口　　斉　　岐阜県土木施工管理技士会
辻　　哲夫　　岐阜県土木施工管理技士会	 笈沼　正二　　㈳静岡県土木施工管理技士会
遠藤　哲郎　　㈳静岡県土木施工管理技士会	 川村　詔夫　　三重県土木施工管理技士会
和田　晴男　　三重県土木施工管理技士会	 横井　秀世　　福井県土木施工管理技士会
熊野　武士　　福井県土木施工管理技士会	 近藤　一臣　　兵庫県土木施工管理技士会
玉置　秀男　　和歌山県土木施工管理技士会	 仲　　修美　　和歌山県土木施工管理技士会
佐武　秀男　　㈳鳥取県土木施工管理技士会	 湯越　正己　　㈳鳥取県土木施工管理技士会
中垣　　健　　島根県土木施工管理技士会	 稲葉　良一　　島根県土木施工管理技士会
林　　忠克　　山口県土木施工管理技士会	 金子　敏明　　山口県土木施工管理技士会
山内　成仁　　徳島県土木施工管理技士会	 高橋　　功　　徳島県土木施工管理技士会
野上　典壽　　香川県土木施工管理技士会	 筒井　憲行　　香川県土木施工管理技士会
小島　　聡　　愛媛県土木施工管理技士会	 安岡　　健　　㈳高知県土木施工管理技士会
森田　浩三　　㈳高知県土木施工管理技士会	 崎田　誠伸　　長崎県土木施工管理技士会
高瀬　嘉博　　長崎県土木施工管理技士会	 森﨑　盛人　　熊本県土木施工管理技士会
梨子木和秀　　熊本県土木施工管理技士会	 下村　和生　　大分県土木施工管理技士会
黒木　幸紀　　宮崎県土木施工管理技士会	 清水　安次　　宮崎県土木施工管理技士会

一、土木施工管理技士会の職員
（表彰規程第３条－基準２の⑵のハ）

村上　純也　　岩手県土木施工管理技士会	 鈴木　光幸　　岩手県土木施工管理技士会
荒川　英俊　　秋田県土木施工管理技士会	 北小路　聡　　秋田県土木施工管理技士会
室井千代子　　福島県土木施工管理技士会	 中島　京子　　群馬県土木施工管理技士会
鳥谷越　力　　神奈川県土木施工管理技士会	 水上　智博　　山梨県土木施工管理技士会
高倉　信江　　新潟県土木施工管理技士会	 湯浅　俊夫　　島根県土木施工管理技士会
弓濵　雅美　　島根県土木施工管理技士会	 濱野　　芳　　広島県土木施工管理技士会
橋本眞由美　　広島県土木施工管理技士会	 保廣　清美　　広島県土木施工管理技士会
近藤　洋子　　徳島県土木施工管理技士会	 漆川　弘美　　徳島県土木施工管理技士会
和氣　芳恵　　愛媛県土木施工管理技士会	 大崎　由美　　㈳高知県土木施工管理技士会
阿萬美智子　　宮崎県土木施工管理技士会	 河井　　緑　　日本塗装土木施工管理技士会

一、優良工事従事技術者
（表彰規程第４条第２項）

橋口啓一郎　　㈳北海道土木施工管理技士会	 伊藤　善和　　㈳北海道土木施工管理技士会
土居　　貢　　㈳北海道土木施工管理技士会	 前川　幸治　　㈳北海道土木施工管理技士会

一、土木施工管理技士会の会長
（表彰規程第３条－基準２の⑵のイ）

五藤　康人　　徳島県土木施工管理技士会
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須田　真樹　　㈳北海道土木施工管理技士会	 藤井　宏之　　㈳北海道土木施工管理技士会
石戸谷　敦　　㈳北海道土木施工管理技士会	 辻　　好美　　青森県土木施工管理技士会
村中　智明　　青森県土木施工管理技士会	 滝浦　嘉真　　岩手県土木施工管理技士会
亀谷　直人　　岩手県土木施工管理技士会	 遠藤　桂助　　宮城県土木施工管理技士会
川口正次郎　　宮城県土木施工管理技士会	 小林　繁夫　　秋田県土木施工管理技士会
長澤　郁夫　　秋田県土木施工管理技士会	 小山田昌美　　福島県土木施工管理技士会
佐藤　　保　　福島県土木施工管理技士会	 唐木田　実　　栃木県土木施工管理技士会
塩原　恵一　　群馬県土木施工管理技士会	 浅見　貴仁　　埼玉県土木施工管理技士会
浅見　明生　　埼玉県土木施工管理技士会	 篠崎　孝雄　　千葉県土木施工管理技士会
山﨑　　守　　千葉県土木施工管理技士会	 大熊　孝至　　東京土木施工管理技士会
柴田　俊直　　東京土木施工管理技士会	 土方　　遍　　東京土木施工管理技士会
山﨑　　勝　　神奈川県土木施工管理技士会	 萩原　隆之　　山梨県土木施工管理技士会
小尾　　剛　　山梨県土木施工管理技士会	 小口　　光　　長野県土木施工管理技士会
永田　広海　　長野県土木施工管理技士会	 小松　民盛　　長野県土木施工管理技士会
渡部　　亮　　新潟県土木施工管理技士会	 矢澤　祐隆　　新潟県土木施工管理技士会
青柳　　樹　　新潟県土木施工管理技士会	 山口　武則　　新潟県土木施工管理技士会
宮崎　琢人　　富山県土木施工管理技士会	 高平　大司　　富山県土木施工管理技士会
吉田　照紀　　石川県土木施工管理技士会	 福岡　賢一　　石川県土木施工管理技士会
正　　大助　　岐阜県土木施工管理技士会	 蓑島　伸二　　岐阜県土木施工管理技士会
市川　重宏　　岐阜県土木施工管理技士会	 落合　　孝　　㈳静岡県土木施工管理技士会
松野　慎司　　㈳静岡県土木施工管理技士会	 堺　　喜治　　㈳静岡県土木施工管理技士会
澤　　享司　　愛知県土木施工管理技士会	 服部　清文　　三重県土木施工管理技士会
東　　彰寿　　三重県土木施工管理技士会	 石塚　義崇　　福井県土木施工管理技士会
酒井　啓行　　福井県土木施工管理技士会	 小林　美良　　㈳滋賀県土木施工管理技士会
金村　清和　　㈳滋賀県土木施工管理技士会	 若林　孝夫　　兵庫県土木施工管理技士会
山内　　博　　兵庫県土木施工管理技士会	 桝田圭之輔　　㈳鳥取県土木施工管理技士会
西尾　敏行　　㈳鳥取県土木施工管理技士会	 渡部　　務　　島根県土木施工管理技士会
徳田　秀嗣　　島根県土木施工管理技士会	 桑原　敏久　　島根県土木施工管理技士会
植村　浩英　　岡山県土木施工管理技士会	 高橋　英徳　　岡山県土木施工管理技士会
高山　勝稔　　広島県土木施工管理技士会	 大石　　等　　広島県土木施工管理技士会
三澤　誠之　　広島県土木施工管理技士会	 角田　智史　　広島県土木施工管理技士会
中村　　敬　　山口県土木施工管理技士会	 吉武　孝弘　　山口県土木施工管理技士会
重宗　豊実　　山口県土木施工管理技士会	 派田　彰二　　徳島県土木施工管理技士会
清田　孝茂　　徳島県土木施工管理技士会	 高橋　　茂　　香川県土木施工管理技士会
若林　範卓　　香川県土木施工管理技士会	 井伊　設郎　　愛媛県土木施工管理技士会
鈴木　静夫　　愛媛県土木施工管理技士会	 藤原　正司　　愛媛県土木施工管理技士会
田所　良幸　　㈳高知県土木施工管理技士会	 石川　博章　　㈳高知県土木施工管理技士会
昇　　一男　　㈳高知県土木施工管理技士会	 秋山　祐毅　　佐賀県土木施工管理技士会
井手　忠義　　長崎県土木施工管理技士会	 林　眞二郎　　長崎県土木施工管理技士会
半泊　修一　　長崎県土木施工管理技士会	 荒木　康広　　熊本県土木施工管理技士会
有働　　進　　熊本県土木施工管理技士会	 永松　　茂　　大分県土木施工管理技士会
吉良　　東　　大分県土木施工管理技士会	 佐藤　豊明　　宮崎県土木施工管理技士会
山波　文和　　宮崎県土木施工管理技士会	 崎村　昌敏　　宮崎県土木施工管理技士会
宮城　一喜　　沖縄県土木施工管理技士会	 高江洲明仁　　沖縄県土木施工管理技士会
盛　　伸作　　日本橋梁建設土木施工管理技士会	 森川　友記　　日本橋梁建設土木施工管理技士会
高柳　昭良　　日本橋梁建設土木施工管理技士会	 垰　　博道　　日本橋梁建設土木施工管理技士会

一、ボランティア活動
（表彰規程第４条第３項）

工藤　康純　　宮崎県土木施工管理技士会	 稲垣　浩一　　宮崎県土木施工管理技士会

一、特別の功労者
（表彰規程第５条）

裏出　　豊　　京都府土木施工管理技士会	 坂本　諭思　　京都府土木施工管理技士会
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技術論文表彰

表彰の種類 技士会 著者名 標　　題 会社名 表彰賞金 ユニット

技
術
論
文

最優秀論文賞 日本橋梁
建設

福持　陽光
宗宮　直人
森　　邦彦

スライド装置を採用した鋼桁の旋回
横取りについて ㈱横河ブリッジ 10万円 30

IT
マネジメント賞

日本橋梁
建設

江野本　学
亀田　　宏
盛　　伸作

大型起重機船３隻相吊りによる大ブ
ロック架設 川田工業㈱ ７万円 25

優秀論文賞

日本橋梁
建設

江野本　学
亀田　　宏
盛　　伸作

大型起重機船３隻相吊りによる大ブ
ロック架設 川田工業㈱

２万円 25寺島　太郎 槇木沢橋耐震補強工事におけるアー
チ部全面あて板補強の施工

東　京 川畑　雅樹
高木　　久

コスミック工法による長距離急曲線
推進工の施工 奥村組土木興業㈱

兵庫県 阪本　正紀 ケーブルクレーンの能率アップ ㈱木島組

特別賞 佐賀県 大籠　真也 工事用道路の検討と希少植物の保護
対策について ㈱中野建設 ２万円 20

技
術
報
告

優秀報告賞

東　京

川又　義徳 防波堤本体補修時の波止め工の計画
と施工 東亜建設工業㈱

１万円 15

米倉　宣行
日比野弘樹

プレテンションＴ桁における転倒防
止対策 ㈱日本ピーエス

関塚　真也
佐野　　宏
西川　　学

高所での作業足場の改善 飛島建設㈱

日本橋梁
建設

中村　和明 連続桁の分割施工による既設桁との
モーメント連結 ㈱横河住金ブリッジ飴谷　　聡

石丸　星人 複合ラーメン橋工事方法の工夫

木下　晴英
木村　清治

第二東名高速道路西富士道路上夜間
送り出し架設計画 川田工業㈱

宮崎県 椎葉　伸二
甲斐　一弘

超軽量盛土工（EPS設置工）におけ
る安全確保の工夫 湯川建設㈱

新潟県 浅倉　俊明 側溝土木作業の工夫 ㈱新潟藤田組

特別賞 東　京
西浦　和幸
鹿田　朋義
重田　一夫

景勝地での施工における景観対策 飛島建設㈱ １万円 15

第15回土木施工管理技術論文・技術報告表彰者一覧表

　平成23年５月30日㈪16時30分より、弊会総会後に優良表彰・技術論文表彰式が開催されました。技
術論文52編、技術報告82編計134編の応募がありました。論文審査については、国土交通省佐藤技監
を委員長とする審査委員会で審査が行われました。表彰式では、佐藤委員長から各入賞作品に講評を
いただきました。

講評：佐藤委員長 表彰状授与（右：小林会長）
最優秀論文賞受賞者（左：福持氏）
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側溝土工作業の工夫

写真提供：株式会社　新潟藤田組
　　　　　新潟県土木施工管理技士会

図－１　対策前施工状況 図－２　足場構造図

図－３　合板足場板を使用した作業状況 図－４　畦畔仕上げ完了

現場の失敗（平成 23年版）
工事の失敗を未然に防ぐために、全国の会員に実体験をもと
にした「現場の失敗」例を募集したところ、今後の事に役立
つならばと数多くの原稿が寄せられました。
現場で悔し涙をのんだ生々しい率直に綴られた失敗事例は、
多くの会員からの共感を呼び、失敗原因を究明し、今後の教
訓をくみとった実例は具体的な注意を喚起しました。「失敗
の発表はなかなかできないこと。このように失敗を明らかに
し、きちんと反省した例を読むと、技術者への信頼感を増す
ことにつながる。」と評価する声も聞かれています

JCMマンスリーレポート

Vol. 20　No. 4　2011.7

平成23年７月１日　発行
（隔月1回1日発行）

編集・発行　社団法人　全国土木施工管理技士会連合会
The Japan Federation of Construction
Managing Engineers Associations（JCM）
〒102-0074 東京都千代田区九段南4丁目8番30号アルス市ヶ谷3階

TEL. 03-3262-7421（代表）　FAX. 03-3262-7424

http://www.ejcm.or.jp/

　　　印刷　第一資料印刷株式会社
〒162-0818 東京都新宿区築地町8-7
TEL. 03-3267-8211（代表）

会 誌 編 集 委 員 会 （敬称略　平成23年４月現在）

委　　員 ・ 幹　　事
委員長

委　員

幹　事

勢田　昌功　国土交通省大臣官房建設システム管理企画室長

山口　　勝　埼玉県土木施工管理技士会
〔㈳埼玉県建設業協会　技術部長〕

諏訪　博己　東京土木施工管理技士会
〔前田建設工業㈱　土木事業本部営業部長〕

福井　敏治　㈳日本建設業連合会
〔鹿島建設㈱土木管理本部土木工務部担当部長〕

高橋　宏之　㈳全国建設業協会
〔飛島建設㈱土木事業本部事業統括部土木事業企画Ｇ課長〕

米岡　拓彦　㈳日本道路建設業協会
〔㈱NIPPO舗装事業本部工事部工事課長〕

中村　光昭　神奈川県土木施工管理技士会
〔㈱松尾工務店土木部部長〕

浅古　勝久　国土交通省大臣官房技術調査課課長補佐
城谷　泰朗　国土交通省総合政策局建設業課課長補佐
宮本　健也　国土交通省河川局治水課企画専門官
田村　　央　国土交通省道路局国土・防災課課長補佐
大原　　泉　国土交通省関東地方整備局企画部技術調整管理官
加藤　利弘　国土交通省港湾局技術企画課課長補佐
前田　和義　農林水産省農村振興局整備部設計課

施工企画調整室課長補佐

吉田　　哲　厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課
建設安全対策室主任技術審査官

石坂　弘司　東京都建設局総務部技術管理課長
原　　俊彦　国土交通省関東地方整備局

企画部技術管理課課長
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定価250円 （税・送料込み）
（会員の購読料は会費の中に含む）

社団法人 全国土木施工管理技士会連合会
The Japan Federation of Construction Managing Engineers Associations（JCM）

〒102-0074 東京都千代田区九段南4丁目8番30号
アルス市ヶ谷3階

電話03-3262-7421/FAX03-3262-7424
http://www.ejcm.or.jp/ 

技士会の

建設業全28業種の監理技術者が対象です

監理技術者講習監理技術者講習

インターネット申込受講料  9,500円
紙申込の受講料9,800円 （テキスト代・講習修了証交付手数料・消費税含む）
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昭和53年５月29日第三種郵便認可　通巻第365号

入札・契約制度の透明性確保等に関する
アンケート調査について
トピックス
　土木工事共通仕様書（案）の改定について
連合会だより
　平成22年度事業報告
　表彰事業
　技術論文表彰第15回土木施工管理技術論文・技術報告表彰者一覧表
各種募集
　平成23年JCMセミナー（DVD講習会）のご案内
　平成23年度JCMセミナーのご案内

・技士会の継続学習制度
　（CPDS）にお申し込みいただくと自
動的に学習履歴として加点されます。

・インターネット
　（http://www.ejcm.or.jp/）申込な
ら顔写真もオンライン送信できます。

県 講習地 実施日

北
　
海
　
道

札　幌

H23・７月22日㈮
H23・９月22日㈭
H23・11月11日㈮
H24・１月27日㈮
H24・３月９日㈮

旭　川 H23・10月14日㈮
H24・２月24日㈮

帯　広 H23・10月７日㈮
H24・２月10日㈮

青　森 H23・９月３日㈯
栃
木 宇都宮 H23・11月17日㈭

H24・２月８日㈬

東　京
H23・８月５日㈮
H23・10月21日㈮
H23・12月９日㈮

県 講習地 実施日
神
奈
川

横浜 H23・９月16日㈮

山
梨 甲　府 H23・10月12日㈬

H24・２月14日㈫
新　潟 H24・３月６日㈫

愛
知 名古屋 H23・11月25日㈮
富
山 富山 H23・10月28日㈮
福　井 H23・８月４日㈭

鳥
取

米　子 H23・10月５日㈬
鳥　取 H24・２月21日㈫

島
根

浜　田 H23・８月23日㈫
出　雲 H23・９月６日㈫

広　島
H23・９月28日㈬
H23・12月１日㈭
H24・２月１日㈬

県 講習地 実施日
山　口 H23・７月22日㈮
徳　島 H23・11月12日㈯

香
　
川

高　松
H23・７月23日㈯
H23・10月22日㈯
H24・１月21日㈯

愛
　
媛

松　山
H23・８月５日㈮
H23・11月11日㈮
H24・２月24日㈮

高　知
H23・８月４日㈭
H23・10月７日㈮
H24・２月１日㈬

福　岡 H23・９月14日㈬
H24・２月15日㈬

宮　崎
H23・８月17日㈬
H23・11月16日㈬
H24・２月８日㈬
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